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民事訴訟法判例インデックス

第13章 当事者の複数――多数当事者訴訟 八田卓也

隈固有必要的共同訴訟と不利益変更禁止

最高裁平成22年3月16日第三小法廷判決

事件名等： 平成20年 （オ）第999号遺言無効確認等請求事件
掲載誌： 民集64巻2号498頁、判時2081号12頁、判夕1325号82頁、

金法1908号77頁

立
本判決は、固有必要的共同訴訟における合一確定の要請により、本来不利

益変更禁止原則により許されないはずの上訴人に対する原判決の不利益変

更が許されると した ものである。

Aか死亡し、これを X・
四 Y1・Y2が相続 した （いず

れも Aの子である）。Aが所有する一切

の財産をYバこ相続させる旨のA名義の

遺言が存在したが、 Xはこれは Y2が偽

造したものだとして、 Y1・しを被告と

してLの相続権不存在確認を求めて訴

えを提起した。第 1審は請求棄却。これ

に対しXが控訴。控訴審はXの主張を認

めつつも Y1は被告適格を欠くとして、

Y1との関係では控訴却下、 Y2との関係

では原判決取消 ・請求認容の判決を出し

た。Y2上告。Xは上告も付帯上告も提

起していない。なお、Y1は上告をして

いないが、民訴法40条 l項により最高裁

により上告人として扱われている。

原判決破棄• 自判。 Y1・Y2の上告が上告理由を主張するものでは

四 な`いとしてこれを排斥した上で職権で以下のように判断。「本件請

求に係る訴えは、固有必要的共同訴訟と解するのが相当である…… ところ、原審

は、本件請求を棄却した第 1審判決を上告人Y叶こ対する関係でのみ取り消した

上、同Y2に対する本件請求を認容する一方、同Y1に対する控訴を却下した結果、

同Y1に対する関係では、本件請求を棄却した第 1審判決を維持したものといわ

ざるを得ない。このような原審の判断は、固有必要的共同訴訟における合一確定

の要請に反するものである。」「そして、原告甲の被告乙及び丙に対する訴えが固

有必要的共同訴訟であるにもかかわらず、甲の乙に対する請求を認容し、甲の丙

に対する請求を棄却するという趣旨の判決がされた場合には、上訴審は、甲が上

訴又は附帯上訴をしていないときであっても、合一確定に必要な限度で、上記判

決のうち丙に関する部分を、丙に不利益に変更することができると解するのが相

当である〔最二判昭和48・7・20民集27巻7号863頁参照〕。そうすると、当裁判

所は、原判決のうち上告人Y2に関する部分のみならず、同Y1に関する部分も破

棄することができるというべきである。」「以上によれば、上記各点に係る原審の
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第1審 控訴審 上告審

Y1 I請求棄却 I ⇒ 請求棄却 ⇒ 請求認容

X < t 
Y2 請求棄却 ⇒ 請求認容 こ=> 請求認容

判断には、判決に影響を及ぼすことが明らかな法令の違反があり、原判決は、全

部破棄を免れない。そして、上記事実関係によれば、上告人Y2は民法891条5号

所定の相続欠格者に当たるというべきところ、記録によれば、同Y2及び同 Y1

は、第1審及び原審を通じて共通の訴訟代理人を選任し、本件請求の当否につき、

全く同一の主張立証活動をしてきたことが明らかであって、本件請求については、

同mのみならず、同Y1の関係においても、既に十分な審理が尽くされている

ということができるから、第 1審判決のうち同 Y2及び同 Y1に対する関係で本

件請求を棄却した部分を取り消した上、これらの請求を認容すべきである。」

本判決の位●づけ・射程範圏

本件で、最高裁が控訴審判決を Y1と

の関係で請求認容に変更することは、上

訴人Y1に対する不利益変更となり、本

来不利益変更禁止原則に抵触する。しか

しこれを Y1の上告棄却に留めることは、

最高裁がYzとの関係で原判決 (X請求

認容判決）を維持しようとしている以上、

X・Y1間では請求棄却判決（氾相続権

存在）、 X・Yz間では請求認容判決 (Y2 

相続権不存在）の既判力を妥当させるこ

とになり、相続権の存否確認の訴えを固

有必要的共同訴訟とすることによる（最

三判平成16・7・6l贋遍判例）参照）合一

確定の要請に反する。本判決は、後者の

要請が上回るとして、上訴人に対する不

利益変更を認めたものである。その際先

例として、独立当事者参加において合一

確定の要請により不利益変更が許される

とした最二判昭和48・7・20[本書勾淳

性）を参照している点に特徴がある。

しかし、本判決がここまでして守ろう

とした合一確定の要請は、 YzがY1を被

告としてむの相続権の存在を前提とし

て相続財産帰属財産に対する持分権確認

訴訟を提起すればYzが勝訴する可能性

があり、それにより堀り崩される危険が

存在することに注意が必要である。通常

の民事訴訟法の枠組みに従って考えた場

合、Y1・Yz間には本判決の既判力が生

じないからである。
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